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一一一一一 書 評

Ii B・ダスグプタヲキ

；； 『インドの，fiha ；ι 
！日plab Dasgupta, The Oil lndu山『vin India; 
Some Economic .4spιt九＼Yitb" Fリrewordby 
Professor Edith Pear附へ Frcink Citss & Co., 
L()ndon, 1971, xii十257p.

＊誌編集委員会から先日この本の書評を依頼されたと

き，評1司令はかつて本誌にインドの有池政策に関する小論

を発表した関係もあって〔rアジア経済』 1968年2月号〕

,t：・；々 がどういう視点からu;::,r！をと「.）てィ、るかに少なか

「）ず興味をおぼえた。

してまず感じたことは、 f : ！寸円 （i油産業を耳主主を

いて 1，、る複雑な国際的環Hic'f,f1l ;-,: :;i:【；：；；二；く吟味Lつつ

.,,;i.ているとをである。こj.：））＇，：占白川 v川実証的努力も

さることながら，著者が良き師を'ff｝たことにもよるとい

うべきであろうか。

ピフeラブ・グスグプタは， 1963:'cf;.から66年；こかけ

て，ロンドン・スクーノレ・オブ・エコノミッケスlこてp草

I: ?l'f~：の学生としてすご l －。↑，g；：三の成果としての

にy免，，，；，1文に若干補筆修正／；： I？どこ＇ ，・－；，わである。この

！日：fぃiI i土ペンローズ女史， : n,11 !: :-Jこ’j ) ：：＿とである。ち

なムに同教授は，国際石！！r＇γ1：司 :~ :; :I , I＇.忌多国籍企業と

Lて｜国境の枠組を超え・，.・ I ,;i：世
命発B芸途上国とのキ日関関f系についての研究で著：名な学者

である（EdithT. Penrose, Large International Firm 

in ρeveloping Countries; The Inte円wtionalPetro-

leum Industry, Geor宮古 Allen & Unwin, London, 

1968, 311 p.）。

こ円した関係もあって、 ケ手スケ rケit、発展途 t国と

Lてその経済建設に日：夜千1;=1仏I，ご

J主1でにつU、て，（1）単にその照：主「ぺrl'i'旬以J・,.r-i解明にとどま

ることなく，（2：多国籍企業のTiilli似た；！国際石油会社1

(International Oil Companies）との対応関係から問題点

を抽出し，（3）他の発展途上h図や先進国の経験を具体的事

例で対比させつつ，（，1）インド石油産業をめぐる政策選択

の是非に言ー及する，という手訟を用いている。

かれの狙いは，したがって，国際石油会社に象徴される

フ口一パリズムと「垂直＇＇ j作 （， れr:( L行 ticalintegra-

tinn）ポ，寡占的支配体；［，！ ： ~tl；，；、ノ·，＼、亡、る場合，いか

94 

にインドの図誌を損ってきたかを論証し，かっそれに対

応してとられてきたインドの政策がどのような成果をも

たらしたかを吟味し，今後とり得べき道を示唆すること

にある。

II 

分析のりえ二は，著者が序文でもJ出荷Lているように，

o；山iと精製品の価格メカニズムにある。そjしは以下のご

とき「序論」を含めて10章からなる目次からも明らかで

あろう。

第 l主審序論

第n孝歴史的回顧一一1928年以前一一

第 1型軽 1928～68年の歴史的発展

;~\ ,1 j＇三 l94fi年以前のイン 1ごf.：おける石；1!11Ji引J。価格体

C. 
刀

：みら辛 子ン Fの＇fi油消費に｛；；'ffJる諸要［!cl

7.i¥ lj (i rl！人！石油簿製業

第7童書 1945年以後の石油製品価格体系

第8霊堂 インド輸入原油の供給と価格

第 9i孝 インド国産原油のコストと価格

第10主主 インド石油産業に関する若干のコメント

さで内空宇の紹介に干名ると，まず第 1霊堂j卒論は，石油産

、立に？！する慨；見で，資源の国際i'tJni-tfr状況，問問石油会

れ， t:r1ilYJ市場構造と姉格戦争，産iii：。日正OPEC，石油

iiH'd ,1とその攻策志向などにつレ亡路／tL、刀込／〉インド

イ，；1t1戸｛：主び｝ア内トラインを示Lて

ててい号ベ：＼＇とと i主ないが，石i)llJ'r,＇業のことを知らない

読者への手引であり，したがって知ってu、る人は飛ばし

て読んで差支えない。

第増設および第3章では，かつて英領植民地であった

イン戸市場を舞台に，国際石油資本とくにメジャー（the

mr,jors〕土呼ばれる 7大石油会社 (t-:-t.'.L { > r＇の場合

力；1,:rr,,:i;は進出していないので（市ーということになる〕

が，いかなるマ行場争奪戦を演じてきたれまた独立以後

の／ンド政府がどういう政策路線を採日 Lてきたか，な

l'に＇）いて悟史的展開過程を明んかにしている。いうな

れば第 4章以下の本論を読者に十分理解してもらうため

の総論的布石でもあり，とくにコメントナる必要もある

まい。間際石油産業史上， 1928年という年は，中東にお

ける資源支胞をめぐる米英資本の激突に一応終止符をう

。た「赤線協定JI戎立と，インド市場をめぐる価格戦争

にfr！討を発した東半球市場の争奪戦をJIυ：：した［アクナカ

汁ー協定！の成立で有名である。その，？JI法でi全Jim石油カ
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ルテルの歴史と，インドの経験とは切っても切れない関

係にある。そしてそれは第4章以下で具体的かつ詳細に

示されている。

植民地時代のインドは，もっぱらメジャー会社の石油

製ι（1:t終製品）の輸出市均でふっ介。それは単に消費量

がわ寸されであったという京情にとど三人ず，戦前の世界

石油芹：！；／？が，フランケルi存士（Dr.Paul I!. Frankel）も

桁摘Lでいるように，産；1¥Jl佐南特製をぷ；・；J;おとしていたこ

とにもよる。

こうした関係から当時の東半球消費市場の石油製品価

格体系は，米国メキシコ湾岸における公示価格（posted

price at U. S. Gulf Coast）を中心とする「単一基準地

点制度」（著者の表現では U.S. Parity Price System) 

に主らついてャた。その理f~I は、当時米［干I:k石油が世界市

場の70%を供給していたことにある。

第4章で幸寄者は以上のrr:;

Lス千ムが，インドでは， L＂空？二 Ji千y」f』 yレで採用され，

1.2_, 1928年以降Pξ一マ．三，;'" (Buτmah Shell=Britis l ) 

。
P巴troleumと RoyalDutchδhellの共同子会？士〉をフ

ライス．リーダーとして保持されてきたことを明らかに

している。ただしインドの場合，並級灯油がパリティよ

り低回に表示された。それは植物油などの競合燃料の存

在ど，並級灯油の需要増！Ji峨に上るい＇）土理解される，

とのことである。

ノ； ドは経済の後進性！：： ltllてじっ11;/(1－二.！： lJ電力普及が

)!;'. l ＜立遅れている。灯川；i'ifrがw.，；；，；；こぎ与いのはそのた

めである。第5章はこう Lたイン｜、【7仁11出消費バターン

の特殊性と，それに影響する諸婆悶（代替燃料，電力，

灯油需要の所得弾性僚の高いことなど〕を明らかにして

いる（これは石油精製業の効率性に慌接影響する要因に

ほかならない〕。

第6章はインドの石油精製業についての詳細な検討に

勺て人れている。後述する tろに＇ .jr,•,'r. fンドの最大の

政策的関心事が石油価問問題にあずだことを):l!Jとすれ

ば、国民会議派政府は， 6油精製J支の育成に最大の努力

を払った。

その理由の第 lは，著者ーによれば，インドが製；1ll所を

持たないことにより過去2日にわたり供給ストップをう

けたことにある。一つは日本軍のピルマ占領に伴うもの

であり，もう一つは1951～54年のイラン石油国有化紛争

とアパダン製油所閉鎖によるものである。

出2に，石油精製部門；土資本集約fl'-Jiii'Z楽であり，雇用

吸収力が少ないけれども、大出産業コ J ピナート（石油

審 評二二二エニニ二

化学，肥料工業など〕の中核的存在である。

第3に，インド経済のボトルネックでもある国際収支

の慢性的赤字を解消させる一つの有力な手段となる。そ

れは輸入に占める石油の割合が箸しく高く，したがって

石油製品の斡入を原治輸入に切符えれば，かなり外資節

約が1VH寺されることによる。

年；4の煎1h；土，製油所のごとき仁業注目知： national 

i,1<,nti l.yのシンボノレともなることである。

しかし宥泊の輸入は外資たるメνャーに独占されてお

り，カミつその世界的市場支配カが強大であることなどの

：率1

紫政策綱償に反して，メジャーに全面依存していた。

幡製投資が「公共部門」中心に転換されたのは， ffカ
なじtd：家、つレピヤ（K.D冒 Malviya）のjl}J；’？による。こ

れはメジャーに対決する政策でもあった関係ιノレー7

二 1 l:: '/ i主がんの技術援助に依nしょ～たJ二し勾撲は，J、
',; (, ヌJ ず干ィ，ノミラウニー コγりの；＼ ）；「万にとどま

＞’ 
"' '-0 

1963年にマルビヤが閣僚の地位から去って以後，政府

の外資政策はややゆるやかとなり，非メジャー系の外資

との共同投資が行なわれ，前記ヌンマティなどよりはる

かに大型のヅラントが，コ一千『ン，マドラス，ハルデ f

fに法試されている。ただしノリレヂィアの士号台，外資｛剥

が防止己を｛＼k1Jしない non-e司uitypartncrshi pの形をと

マて、、る。その意味では公共部門中心政策が貫徹されて

U、らことにi:J：る。

fi ／，－のは角干では，どうしてコ一子ンとマドラスの場合

に合弁（equitypartnership）でなければならなかったの

か疑問であるとしているが，評者としてはこの見解に賛

成できない。それは，（1）コーチン，マドラスに限らず，

国際石油産業にみられる「共同事業方式J(joint equity 

partnership）と，ノリレデ、イヤのどとき非資本提携方式た

る gf';:fち契約方式J（提携外資は資本tl',ffせず genera.I

co刀trnctorにとどまる ServiceCo，‘：1trnct System) fこは，

実態日目違がないこと，（2）むしろ経済怜にみて，前者に

比へて後手干のほうは受入国側；こと J fてdリットが少ない

ことに気ついた（イランの ERAP協定がそれ。ちなみ

にハノレディアの場合もフランスの ERAPにより導入さ

れた方式で，イランのそれを模したもの〉こともあって，

その後の国際石油産業では，前者がむしろ主流となって

いる，などの理由によるものである。

にもかかわらず著者は，外資が株式を保訂していると，

継続的利点i送金により外貨調渇に導くとし、う考えに強く

9ラ
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と「 iわれているよ与で歩〕る乃どちめらcl;>J 斗 fやじザガ ~！ lit存に 1¥,lすと〉九Ii）］には特にコメントの必要はなさそうで

，、卜十ムたどの’ γャ】 ］（）（）川、Cl i/i;'Jゴペ1l;;l1ifoう：，令子r号、つ ある》／こと つ J目前Lてお主たνことは，’＼'f,I＇的な :fi1tl1

'/(Iiここひ iJ，川、て唱、（，上・7ごJi，るっそji；土ii'.じっとうなuli: (i!lilルI）ド：；l:1l'u'Citみ可決「》,j［／二のは， ソi主ィ，i:llと11¥~I 元青山

批判i;，，イ 1：＇はじ：；JIi；こ：＇，;J,;(1'J：こめ，－＿，われてヤ心。 ヲ2；人に上るとh－之5ιi、'1も、むしろメンヤ一十ll；瓦間の主完／r十
トf仁;1,t,}i r；－.二l二！tit句 7：込つてr下；（i，ι｛

,-: '. s，，＿プ「〆＇.， 1；＇「＇.i、『l二：.';, t ,j L 三 11／を町~＼Ii：；点：一 ）Jl't'.Jに ~k;,J Oil: The Fact守 。IU/i-, jlj（辺、のほうが，より，J＇.得力

L J工作，1,:,:J1)•) ! / －い←－ tぞれを’去人れてい乙守 'II Jjiと をも－， ζL、るように）ιjオLることである（ちなJ刈こ執：it

ノ（二fノ圧しつリニ〆－~－iそf〕1刊である J L己主： I C ；二 ドに t；仁 1,;Jl1!i .1；の｛t庄のち：lief土利用してし‘るが， この文依だけ

才J ,, て丸、事＇！；山！ノ11/t~じぴ｝← 町：＇.Jc:＇＜戸jに， 'i'J.¥I；二.nけるこ 1，／，；存どして十，：＇.， .lうてある）らつ主リi花，N・討のにし、えLtl同

レm：二人、 γ ぅιじじるはrが！（', 、と，，寸 Jlf!,:1,t (({Iし 際｛1illidiJらが． f協，VM(i'.J寡出jかん！競争i'1'J寡i'ii；これ

な）ド‘ 土.. nし／てことに上る u

：「ん二 j、r：..－：、Ji『：：仏；：；上f二L亡」 l;i(J改，ffをf「！.， 、、n さて

ノJハ ゲ二 d ら／．令； l寸一七 LJて＇.、そ》；；ミど ι＼ノJ＇，け；ヤE正 リチ f悩格企jf!＇［下け、せしめ f：のは， 1旨：flに主れば，国：'c ： 
i;¥j：こ,Iど、；／ ,,!iるj .'- ,, う／J；土 f〆！、η；；；へ＼ , Jソ 4』 ?> 会？［ーとしてぷ：、’にされたイ L ド行主］f(Indian Oil仁川p.）；う：，

U二；）：（ヒ土 L／：；.←十11:,;i:;l'U,¥jj¥ ／‘ rlf..il1i1-!u!J¥；，＇，土＼ 'tit; £〆 γ ーとの j;,.i!l,~ の｛i!!il作戦にj-:＿伐 iJ, ソi直石i'!ilの調達で

i), イシドuJ＇：＇と人 1 υ日，i；と（｝ヲ 1’←トヘどれら／ Tii-'¥,;,'](JJ也｛，＇， 全体、y；してからである。この汗長与にはセイロ
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｛さてi'f;Iに；－，：：て、－： ·r'H訟を，，町、トしたの~·；；，；にれることに

lt;1,:'j"57「；，，； ：九役＇.＇） （〆ドにおけろ ｛i;1l：草山

1N，こ－，＼、と論じてL、る

干すrtl:円♂〕 f:11，作11:,;r1：ξJ jj[ 」！,Iごベij[!, ,:; ;i"] I乞（＼＇ 円．

Parity S，おtern, .-~ ・；＇芝山 L ' , ＇.；レシヤ；；＂；士山｜えごニ岳民 if

J住＼ri:IJ,+[ ;';'; 19:i() :1 ・ lご： t fi'(r:::;: L ／ここと、 そ＇.＇） i{'li、riiliィ；が！

のriJi;,&t；人、 ゴ，＂i''1J佐伯き，1,r，吃，＇f':, :;;: I Lγーの－°［，y:J干

にたい「11],,'; ,f、Ilir"'c,pendc:nt勺乃tF¥'., ／，どに，l_IJ, 

l司ド；~，干：山市 I ＇.；，に :L ける f,'i'.l1f,tti他乃下 ）jj,更it[!tが絞らむて

、J だこと t；と、一r・11Jを｛ヒをおt円Jl十三P》

;1:1、、七二 ：， lぺJよ（ヒ；ご＼，かかわ人一l, If[要l(1:;Jl1のほ

ほ令起Jc；〆 hーが(jlJi;Lてし、る ,Ii!.：，＼で｛上f1/i:引きの必＇＞，；＇

it f仁し、ので ハI)-, ( f1lli格カ川i！＇：され’こっ 19山守rf.j)[jvl

インド乃：それである、 土Lてし、る C

r; f-；のJfiir]cnr[1で， 'i;=1>；－；土「見f屯／'j-ど子会社だけが公

示価院でj!,-＇て L、る＿ r" Only fc》f心江r,daffiliates pay 

pnstccl pri,・c，、）と」、う千iれな二E一子，，つ：＼ITT教疫の

汗慌を引；1]L つぺ、 lえQ~？，＇1i柏市内における取引のほとん

どが，［r1:;n,itl1会社円子会tiノトム二（；＿三il＂の＇＇ J.JftfJ.内

JI＇，［引であ， J、L：＇てが 1てそこに.；＇（立するわ！日九が，いわゆ

f「Ht-守「出I作Jr lrcrnsfer priじG苓朽の夫fl,¥－：；士山lt'r：凶l

l,削，Lk山、I'】口日 1irice）にcj-Jもないこと t.-jお作lLているr

多国：符 i'1 ＇：；さがゲローノミ 11- ；こ flt科~iリ円の1,Hイヒをはか J ; 

てし、行ことはl''I:めて」、う：！－：て札た （， LだからてぞH号の

96 

: ／ドどのJJM，と呉な tJ＇インド iこはdi）ら将来fj;＇.，＇.；認め人

h心という，J山＇iも五三在するが‘ u支）（干の政；iNt'J符力， H体

的には夕、ムレ委 i,l_ 会（•（. R. l>amle I'c ；＼：：会長とする審ぷ

二＇で， l'hiOi!:8/J, -J-/d ，土〉中東 IJ~ （ AII 公，j己保Ji絡の i！庁 iご； F

公んの辺γ ＇！こJj；こ；it，？主れ，翌付i年 7Jj桜i＼』！？を-tic出）

c吋・)J;l，に主よることカ勺認め人れる。

そのi長'.JIレクタ－ ,1-t.s Ll会（会長 l ~- Talukdar, 

l (Jfi:,'f 6 J J .itTTI, Ii日i!i 9 JH！日Ic，~＇ tlt/1 りなどの努）］）士通

じC，政府はさらに｛il'i下げにr:Vhした。しかしお汗の児

解仁it，現在， ~ ICンャ：だからの製品輸入はねなわれてい

t; 1. , rこ17P乙寸フらず，インドのfl品悩十九がべPレシャ湾に

け／ケ（そjしに なtt1J,JILた（庇段をつけごL、る）してい

らのi.tl/¥JHIてあ n, IJ;(iibおよび料製コストi二，阪完車正Tぞ

と手ihl千j：とノiJlli片てする｛1llii1

,j¥メ了立とお CJ：：山l工，）J;(;1t1のflt%（；とその部Jjj't;O）分析にぎ

てられてし’る。［一弓jl_'/,JJ?illlは消費1¥；の 5分の 2を占めるに

すぎ寸， m：要なのはしたがず〉て輸入以治である。

終打に上れば， インドにと d Jて1%95:「4以降の世界市場

価t九の値下がりは常にケイム・ラグをfゴ＇－－y 亡実現し 1：二こ

とがひ一日さjしと与、そ;IL；土1962可：主で fン 1tの公害1;111:r,riJ;

rメヤーのものでどらず，たこと、 したがハてけ 4,:.西［吹の

ようた競争圧力が働かなか－：，／：ここ ！：：＿ t；どに上る。さらに

貯；itRfilli11を（およびコスト）に！討する’；rr'l載が，メシ γーの

操作 tトン下ル／会i’ihどを通じてオリジ「ル・ fンヴォ

イとを人「しえなし、fi：主任みにな》ている〕により秘f庇に

さjLていたことも［現｛ぶしてし、る。

;,'.:jどこのコトチン‘マドラスおよびハルディアの各lj¥／がi
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魯将

。「協定は，インド政府が価格惜報を人Fずることを可能 他諸iii場における溺業政策も，世界石油価終構造に適応

なん｜九政府のパーゲニンゲ・パワーは強化されたと する立場をとるとみられる点では，独立系となんら変わ

いえる？と。 るところはない。ただしインド石油産業の公共部門創設

どだし著者は，独立系石油会社といえどもコーチン， につくしたゾ連の貢献については，イ今分評価すべきであ

マドラスなどのごとく，いったん市場的地位が確保され るが。

ると，値下げへのインセンチィブが働かないので，南米 結局問題となるのは，インド政府の，公共部門と外国

諸国（アルゼンチンの YPF，ウルグワイの ANCAPな 石油資本権益に対する態度に一貫性がないことである。

ど〕のように，たとえば3年間と期間を限って原油供給 それは1950年代および60年代初めに，インド公共部門政

者に精争入札させるほうが得策である，と提案している。 策に真向から反対した世銀および米国に対して，政府は

セた！？？、油輸入許可の見返9に［五夜1-.'!:r'.製，'if，の輸出をリン 今日でもそう強い態度をとっていなし、ことにも示されて

ケさせる政策をとっているブラジルの例も，インドは参 いる。

た；；こすへきだとしている。 こうした観点から注目すべきは，近年における中東産

ill！諸国の国穴企業の成長と発展である。そこで豊富な資

N 本をもつが熟練労働力に乏しい産油国と，技術者はもっ

以上の検討を通じて著者は第10章で次のような結論を

導き出している。

インドにとって基本的な問題は，インド市場で活動す

る国l¥fi'i行油会社（とくにメジャー）の役会！］ぷ，世界市場

におけるそれと密接不可分の！羽係にある，ということに

ある r というのは，メジャーに.！： i）設定0れる価絡は，

ifl替／rlfi格」 （帳簿上の価格）にl王刀、ならず，したがっ

てどとえば E問。 Indiaがインド市上誌で赤字になったと

筈情をいっても，それは「帳簿上の繍失」にすぎず，む

しろこのように操作された「損失」はインド政府の側の

税収がロスとなった（つまり税避難された〉とみるのが

妥当である。

つまりインド政府とメジヤ｝会社との道要な争点はす

べて、後者の国際的性格（評者なりに補佐すれば，多国

籍企業としてのグローパノレな↑・u引に山幸とするものであ
., 
壬） C 

その典型的な例が「ナフサ論争」（注ナフサとはガ

ソリン溜分のことで，これからカソリンを作ったり，あ

るいは石油化学工業の原料に使用したりする〕である。

政府は，化学肥料工業の原料に圏内の余剰ナフサの使用

を主張したのに対し，石油会社・化学会社側は，中東の

同一系列子会社の余剰アンモニアを輸入したほうが安く

っくど反対したのである。

か仁うにメジャー会社は，一向の十ンヨナル・インタ

レス卜には同f育しない。しかしながfぺfuJ；：乙おヤて，メ
ジャーの系列下にない独立系の国際石油会佳も，グロー

パむな陀格をもっていることは JJ ャーと同様であり，

またソ連といえども，東欧諸国のごときいわば系列市場

(Captive market）では高価格で石油を売っており，その

ているが外貨不足のインドとの直接提携を脅えるべきで

ある。それにはインドとしても IndianOil Corp., ON 

GCなどの公共部門を一本化し，一つの垂直的総合企業

とすることが望ましい，と結んでいる。

以上が扶～汗グスグプタの政策提言であり，結論でもあ

心。こうした考え方が妥当であるか百「かは， インド政府

主／，,l二百なりJic ≪の判断にゆだねられるべきであろう。た

だJ主将たりにゴメントすれば，（1）石油産業における反メ

ジ1一政夜、ヮ強化は，ただちに米英両国との外交的テン

ションをもたらすこと，（2）ドゴールのフランスですら

30%の自給率を政策目標としていたこと，（3）国営企業同

志の直接提携方式は，紛争が生じた場合，直ちに外交問

題となり，またその逆に外交関係が悪化すると提携関係、

にも七ピがはいること，（4）フランス・アルダエリア直接

協J出土その典型例であること，などについて明確な評価

をiごしたうえでの結論とは思われないことである。

に札かかわらず，発展途上国の経済問題が，多国籍企

業の論理との対応凋係からも出ていることを論証した努

力は評価されてよい。

（在ニューヨーク海外調査員 松村清二郎〉
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